
「共助」の取組について

令和6年10月3日

都市防災部

資料2



▍直近の日本での災害

■元日に発生した能登半島地震を受けて被災地への支援実施
発災後のフェーズの変化に合わせ支援活動も変化

9/21輪島市

■能登半島地震の被災地で、豪雨災害が発生
救助活動のため緊急消防援助隊派遣
避難所運営支援・給水活動のため職員派遣

【発災日】～ 人命救助、医療活動、給水活動
【約１か月後】～ 避難所運営支援
【現 在】～ 公費解体支援

派遣職員 延べ４１１人

今後も復旧・復興に向けた
できうる限りの支援を継続



 今後３０年以内に発生する確率７０～８０％

南海トラフ地震の想定震源域

【8月8日～15日】
初の南海トラフ地震臨時情報
(巨大地震注意)発表

 日頃から地震への備えの
 再確認を呼びかけ

▍南海トラフ地震



▍災害時の自助・共助の大切さ

・自助の約6割のうち約半数は
家族の助け

・共助は約3割を占める
→友人・隣人との繋がりが大切

自助

共助

地域コミュニティの活動に参加し、
横のつながりを作ることが大切

参考：日本火災学会「1995年兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書（1996）」

能登半島地震では日頃のコミュニティ活動が功を奏し住民の命が救われた
「互いに助け合い高台に避難」「迅速に安否確認を行い瓦礫に埋まった住民を救出」

阪神・淡路大震災における生き埋め等の救助主体について 過去の災害からも自助・共助の
重要性は明らか



災害時の共助などに影響

人間関係の希薄化、
地域活動の担い手不足、
地域を取り巻く課題が
複雑化･多様化

▍自治会加入世帯の低下



水防連合演習 消防団訓練

災害時応援協定 防災備蓄倉庫

備蓄品

・フェーズフリーの考え方、
ローリングストックによる家庭備蓄

・企業･団体や他都市との災害時応援協定の推進や
防災関係機関との連携強化 など

・自主防災活動、水防活動、消防活動 など

・「地域防災計画」などの見直し、
受援･支援体制の強化、避難所環境の改善

・住宅の耐震化、家具固定 など

【自助】日頃からの備え

【共助】お互いに協力し合い地域で守る

【公助】能登半島地震を踏まえた防災体制の強化

▍自助・共助・公助の主な取組
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自助



▍国民の自助意識の現状 

令和6年版 防災白書より

各地で発生した災害を
自分事として捉え、
自助の重要性を認識し、
災害に備える

・自助の重要性の認識は、
大災害を経て着実に
浸透

・熊本地震後の調査では、
頭打ち傾向
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▍木造住宅無料耐震診断・家具固定器具設置普及促進事業の現状

（件数）市民の地震対策への意識の高まり
助かる命を助けるため、
このタイミングで集中して対策する
ことが必要

○旧耐震基準木造住宅の無料耐震診断
  件数拡大  80件   320件

対象者：避難行動要支援者
（高齢者・要介護認定者・障がい者  等）

○岐阜市家具固定器具設置普及促進事業

令和6年度から
家具固定の設置費用：無償
家具固定器具：岐阜市が負担

令和5年度まで
家具固定の設置費用：無償
家具固定器具：自己負担(約1,300円/家具1点）

申請件数
320件到達

現在、キャンセル分
受付中
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共助
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 災害時の避難所運営など様々な場面で地域を支える

災害時の助け合いへ

地域防災訓練

防災士育成

自主防災活動（見守り助け合い、地域防災訓練、避難支援 など）

市内50の自治会連合会すべてに自主防災組織が結成

自治会に加入する事で災害時に自分や家族、
地域を守ることに繋がる

▍共助の中核を担う自主防災組織



 日頃からの地域の絆を深める様々な活動

顔の見える関係づくりから地域の見守りへ

夏祭り
運動会 いきいきサロン 文化祭

地域清掃 防犯パトロール見守り隊 安否確認

▍地域コミュニティの中核を担う自治会

多様な一人一人が、やりがいを感じ楽しみ、取り組む環境



地域
コミュニティ



少子高齢化の進展

核家族化・単身世帯の増加

生活様式の多様化

超
高
齢
社
会

地域防災力の低下のおそれ

現在の地域社会

変化の要因

親密な人間関係を形成 「向こう三軒両隣」かつての地域社会

住民の意識の変化

地域とのつながり、結びつきの希薄化

「隣は何をする人ぞ」

地域社会のつながり・結びつきの必要性を再認識
課 題

▍地域社会のつながり



岐阜市の人口推計結果の改善
2018年時の推計と2023年時の推計の比較

2040年には約35.3万人になると推計
前回推計と比べ約1.4万人の改善

直近2回推計時のおける
2040年の人口推計増減率 生産年齢人口の

２５～４４歳の増減率が
６％以上改善

若者の地域活動への
参加が地域防災力の
向上にも繋がる

▍社会動態の改善

・社会動態の改善で子育て世代の減少幅が緩やかに
「こどもファースト」を中心とした様々な施策の取組の成果



・市長自ら自治会加入を呼びかける動画の放映 など

＜負担軽減策＞

・地域活動へのＤＸ導入

・担い手不足対策

地域防災力の
強化･向上

自治会加入促進の取組み

タブレット端末を配布し情報伝達の迅速化･容易化

R2～地域担当職員、R6～地域支援職員(専従) 配置

・地域の働きかけ

▍災害に強い持続可能な地域コミュニティの実現へ
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